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経
済
協
力
開
発
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
は
、

新
興
諸
国
を
中
心
に
拡
大
し
つ
つ
あ
る
所
得

格
差
が
経
済
成
長
を
防
げ
る
と
し
て
、
格
差

を
縮
小
す
る
た
め
の
政
策
を
五
月
二
一
日
に

公
表
し
た
報
告
書
で
提
言
し
た
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

加
盟
三
四
カ
国
を
対
象
と
し
た
所
得
格
差
の

分
析
に
よ
る
と
、
人
口
の
上
位
一
〇
％
の
富

裕
層
と
下
位
一
〇
％
の
貧
困
層
の
所
得
格
差

は
九
・
六
倍
で
あ
る
。
こ
の
数
字
は
、
一
九

八
〇
年
代
の
七
倍
か
ら
、
二
〇
〇
〇
年
代
の

九
倍
へ
と
拡
大
し
、
今
回
の
調
査
時
点
で
あ

る
二
〇
一
三
年
に
更
に
拡
大
し
た
。

四
つ
の
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
を
提
言 

―
―
女
性
の
職
場
進
出
と
技
能
向

上
の
た
め
の
施
策

　

こ
れ
ま
で
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
、
一
四
年
一
二

月
に
公
表
し
た
調
査
結
果
に
お
い
て
、
所
得

格
差
が
拡
大
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
経
済
成

長
は
低
下
す
る
こ
と
を
示
し
て
い
た（
１
）。

一
九
八
五
年
か
ら
二
〇
〇
五
年
に
か
け
て
の

格
差
変
動
の
数
値
と
そ
の
後
の
累
積
的
成
長

（
一
九
九
〇
年
～
二
〇
一
〇
年
）
に
対
す
る

影
響
を
推
計
し
た
。
ジ
ニ
係
数
が
示
す
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
諸
国
に
お
け
る
所
得
格
差
の
上
昇
幅
が

過
去
二
〇
年
間
の
平
均
で
三
ポ
イ
ン
ト
で

あ
っ
た
が
、
そ
の
後
の
経
済
成
長
率
は
二
五

年
間
に
わ
た
り
毎
年
〇
・
三
五
％
ず
つ
押
し

下
げ
ら
れ
、
累
積
的
な
Ｇ
Ｄ
Ｐ
減
少
率
は
二

五
年
間
で
八
・
五
％
と
な
る
。

　

所
得
格
差
が
経
済
成
長
率
を
押
し
下
げ
る

要
因
に
は
、
貧
困
層
ほ
ど
教
育
へ
の
投
資
が

落
ち
込
む
こ
と
が
あ
る
。
所
得
格
差
が
拡
大

す
る
に
つ
れ
、
低
学
歴
の
両
親
を
持
つ
個
人

は
、
知
識
や
技
能
の
水
準
が
悪
化
す
る（
２
）。

　

経
済
成
長
を
持
続
さ
せ
る
た
め
に
は
、
こ

う
し
た
状
況
下
に
あ
る
下
位
四
〇
％
の
所
得

層
を
対
象
と
す
る
政
策
の
実
施
が
不
可
欠
で

あ
る
。
貧
困
防
止
対
策
や
所
得
の
再
分
配
、

質
の
高
い
学
校
教
育
や
職
業
訓
練
、
公
共

サ
ー
ビ
ス
の
拡
充
、
機
会
均
等
化
を
進
め
る

た
め
の
長
期
的
な
社
会
的
投
資
が
必
要
で
あ

る
と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
指
摘
し
て
い
た
。

　

今
回
公
表
し
た
報
告
書
で
は
、
教
育
を
受

け
る
機
会
が
失
わ
れ
る
こ
と
へ
の
経
済
成
長

率
に
対
す
る
悪
影
響
に
加
え
て
、
パ
ー
ト
タ

イ
ム
労
働
者
や
有
期
契
約
労
働
者
、
派
遣
、

請
負
と
い
っ
た
非
典
型
労
働
者
の
増
加
を
あ

げ
て
い
る
。
こ
う
し
た
労
働
者
の
所
得
は
、

常
用
雇
用
の
よ
う
な
い
わ
ゆ
る
典
型
労
働
者

と
比
較
し
て
低
い
。
非
典
型
労
働
の
増
加
は

雇
用
機
会
が
創
出
さ
れ
て
い
る
と
い
う
プ
ラ

ス
の
面
が
あ
る

一
方
で
、
所
得

格
差
拡
大
に
マ

イ
ナ
ス
の
影
響

を
与
え
て
い
る

と
す
る
。

　

こ
の
よ
う
な

分
析
の
も
と
で
、

所
得
格
差
拡
大

を
解
消
し
て
経

済
成
長
率
を
向

上
さ
せ
る
た
め

に
、
各
国
の
政

策
立
案
者
が
次

の
四
つ
の
政
策

パ
ッ
ケ
ー
ジ
を

実
施
す
る
こ
と

を
提
言
し
て
い

る
。
①
女
性
の

労
働
市
場
参
入
、

②
継
続
的
な

キ
ャ
リ
ア
形
成

が
実
現
で
き
る

質
の
高
い
雇
用

の
創
出
、
③
生
涯
に
わ
た
っ
て
ス
キ
ル
を
向

上
し
て
い
け
る
よ
う
な
教
育
訓
練
の
場
の
整

備
、
④
所
得
の
移
転
と
再
分
配
の
制
度
の
確

立
、
で
あ
る
。

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
よ
り 

格
差
が
大
き
い
米
英
日

　

次
に
、
各
国
の
所
得
格
差
の
状
況
を
み
て

み
よ
う
。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
『
格
差
縮
小
に
向
け
て
（In 

It T
ogether: W

hy L
ess Inequality 

B
enefits A

ll

）』
と
題
し
た
報
告
書
を
公
表

し
、
過
去
三
〇
年
で
所
得
格
差
が
最
大
に

な
っ
て
い
る
と
指
摘
し
て
い
る
。

<Focus>

国際研究部

図表１　主要各国の所得格差の推移（2007年～2013年）

資料出所：OECD所得分布データベース（IDD）より作成。
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主
要
各
国
の
所
得
格
差
を
所
得
上
位
一

〇
％
と
下
位
一
〇
％
の
差
異
と
い
う
観
点
で

比
較
し
て
み
る
と
、日
本
が
一
〇
・
七
倍
（
〇

九
年
）、イ
ギ
リ
ス
が
一
〇
・
五
倍
（
一
二
年
）、

フ
ラ
ン
ス
が
七
・
四
倍
（
一
二
年
）、
ド
イ

ツ
が
六
・
六
倍
（
一
二
年
）、
ア
メ
リ
カ
が

一
八
・
八
倍
（
一
三
年
）
と
な
っ
て
い
る
（
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
は
九
・
六
倍
）（
図
表
１
）。

　

所
得
や
資
産
の
偏
在
の
度
合
い
を
み
る
指

標
で
あ
る
ジ
ニ
係
数
に
よ
る
比
較
で
も
、
同

じ
よ
う
な
傾
向
が
み
ら
れ
る
。
ジ
ニ
係
数
は

ゼ
ロ
に
近
い
ほ
ど
格
差
が
小
さ
く
、
一
に
近

い
ほ
ど
格
差
が
大
き
い
と
解
釈
さ
れ
る
。
そ

れ
に
よ
れ
ば
、
ア
メ
リ
カ
が
〇
・
四
（
一
三

年
）
で
主
要
国
の
中
で
は
も
っ
と
も
一
に
近

い
水
準
に
あ
る
。
次
い
で
イ
ギ
リ
ス
の
〇
・

三
五
（
一
二
年
）、
日
本
の
〇
・
三
四
（
〇

九
年
）で
あ
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
平
均
が
〇
・

三
二
（
一
二
年
）
で
、
フ
ラ
ン
ス
が
〇
・
三

一
（
一
二
年
）、
ド
イ
ツ
が
〇
・
二
九
（
一

二
年
）
と
な
っ
て
い
る
（
図
表
２
）。

各
国
分
析
と
政
策
提
言

　

報
告
書
は
国
別
の
分
析
と
政
策
提
言
を

行
っ
て
い
る
。
以
下
、
日
本
、
イ
ギ
リ
ス
、

ド
イ
ツ
、
フ
ラ
ン
ス
、
ア
メ
リ
カ
の
概
要
を

紹
介
す
る
。

日
本
／
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
社
会
保
険

適
用
条
件
の
改
革
を

　

日
本
に
つ
い
て
は
、
失
業
者
や

子
供
の
い
る
家
庭
に
対
す
る
公
的

給
付
な
ど
の
政
策
が
評
価
さ
れ
た

一
方
、
税
や
給
付
に
よ
る
所
得
再

分
配
の
取
り
組
み
が
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸

国
と
比
較
し
て
進
ん
で
い
な
い
こ

と
が
指
摘
さ
れ
た（
３
）。
非
典
型

労
働
に
関
し
て
は
、
正
社
員
な
ど

の
典
型
労
働
者
よ
り
も
賃
金
が
低

く
、
し
か
も
女
性
の
占
め
る
割
合

が
多
い
こ
と
が
指
摘
さ
れ
た
。

　

所
得
格
差
を
縮
め
る
た
め
に
は
、

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者（
４
）を
対

象
と
し
て
健
康
保
険
や
年
金
な
ど

の
社
会
保
険
加
入
の
拡
大
や
正
社

員
転
換
を
促
す
施
策
の
必
要
性
を

指
摘
し
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、

法
令
遵
守
さ
せ
る
た
め
の
仕
組
み

づ
く
り
や
、
正
社
員
転
換
に
必
要

な
教
育
訓
練
機
会
の
創
出
、
企
業

内
で
の
昇
進
の
基
準
と
な
る
日
本

版
職
業
能
力
評
価
制
度
の
構
築
と

と
も
に
、
女
性
の
就
業
率
を
高
め

る
た
め
の
政
策
実
施
を
提
言
し
て
い
る
。

イ
ギ
リ
ス
／
税
制
改
革
に
よ
る
育
児
支
援
と

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
の
改
革
を

　

イ
ギ
リ
ス
は
景
気
回
復
に
よ
る
雇
用
創
出

に
よ
っ
て
失
業
率
が
他
国
に
比
べ
て
低
い
水

準
に
あ
る（
５
）。
し
か
し
、
そ
の
一
方
で
、

新
規
雇
用
創
出
は
独
立
自
営
か
パ
ー
ト
タ
イ

ム
労
働
に
集
中
し
て
い
る
。
非
典
型
労
働
は

所
得
が
著
し
く
低
く
、
無
期
フ
ル
タ
イ
ム
労

働
へ
の
転
換
の
機
会
は
増
え
て
い
な
い
。
そ

の
た
め
、
非
典
型
労
働
の
増
加
が
格
差
や
貧

困
の
増
加
の
一
因
だ
と
考
え
ら
れ
る
。
税
・

給
付
な
ど
の
所
得
再
分
配
に
よ
り
貧
困
削
減

に
は
一
定
の
効
果
が
み
ら
れ
る
が
、
現
行
の

税
・
給
付
制
度
は
パ
ー
ト
タ
イ
ム
か
ら
フ
ル

タ
イ
ム
へ
の
転
換
に
対
す
る
阻
害
要
因
と

な
っ
て
お
り
、
非
典
型
労
働
者
の
貧
困
率
は

高
止
ま
り
し
て
い
る
。

　

加
え
て
、
二
〇
〇
七
年
以
降
の
税
・
給
付

制
度
改
革
は
、
所
得
の
再
分
配
機
能
が
低
下

し
て
い
る
傾
向
が
み
ら
れ
る
。
所
得
中
位
層

は
税
引
き
後
の
所
得
が
増
え
た
が
、
子
を
持

た
な
い
低
所
得
失
業
者
と
高
所
得
者
の
所
得

は
減
少
し
た
。
直
近
二
〇
年
間
に
み
る
女
性

就
業
率
と
男
女
間
賃
金
格
差
に
は
変
化
が
み

ら
れ
な
い
こ
と
も
課
題
と
し
て
指
摘
さ
れ
て

い
る
。

　

し
た
が
っ
て
、
イ
ギ
リ
ス
に
つ
い
て
は
、

女
性
の
就
業
率
向
上
と
、
男
女
間
賃
金
格
差

を
縮
小
す
る
政
策
が
有
効
だ
と
す
る
。
具
体

的
に
は
、
女
性
の
就
労
意
欲
を
引
き
出
す
た

め
の
税
制
度
の
あ
り
方
や
育
児
支
援
と
い
っ

た
政
策
を
提
案
し
て
い
る
。

　

低
所
得
者
向
け
給
付
制
度
で
あ
る
ユ
ニ

バ
ー
サ
ル
・
ク
レ
ジ
ッ
ト
が
も
た
ら
す
所
得

再
分
配
や
低
所
得
労
働
者
の
就
労
意
欲
を
高

め
る
こ
と
に
よ
る
効
果
が
ど
れ
ほ
ど
で
あ
る

か
を
検
証
す
る
必
要
が
あ
る
と
と
も
に
、
不

動
産
な
ど
の
資
産
に
対
す
る
税
率
を
高
め
る

と
い
っ
た
政
策
を
提
案
し
て
い
る
。

ド
イ
ツ
／
ミ
ニ
ジ
ョ
ブ
就
労
者
の
社
会
保
険

適
用
条
件
の
見
直
し
を

　

ド
イ
ツ
で
は
、
所
得
格
差
が
二
〇
〇
〇
年

代
前
半
期
に
著
し
く
拡
大
し
た（
６
）。
所
得

上
位
一
〇
％
と
下
位
一
〇
％
の
差
異
は
六
・

六
倍
に
な
っ
て
お
り
、
一
九
八
〇
年
代
の
五

倍
、
一
九
九
〇
年
代
の
六
倍
か
ら
拡
大
傾
向

が
み
ら
れ
る
。

　

ド
イ
ツ
で
は
、
他
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
と
比

較
し
て
、
失
業
率
が
低
い
も
の
の
、
貧
困
の

緩
和
と
い
う
点
で
、
各
種
の
政
策
に
よ
る
所

得
再
分
配
の
効
果
が
不
十
分
で
あ
る
と
指
摘

さ
れ
た
。

　

ま
た
、
二
〇
一
三
年
の
非
典
型
労
働
者
の

割
合
は
約
四
〇
％
で
あ
る
。
そ
の
割
合
が
大

き
く
伸
び
た
の
は
、
一
九
九
五
年
か
ら
〇
七

年
に
か
け
て
の
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
間
に
非

典
型
労
働
が
一
三
％
増
加
し
た
の
に
対
し
て
、

典
型
労
働
が
八
％
減
少
し
た
。
同
時
期
の
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
で
は
、
非
典
型
労
働
が
七
％
と

増
加
し
て
い
る
一
方
で
、
典
型
労
働
も
同
様

に
一
〇
％
増
加
し
た
こ
と
と
比
べ
れ
ば
、
違

い
は
明
ら
か
で
あ
る
。

　

そ
の
理
由
は
、
ミ
ニ
ジ
ョ
ブ
が
五
六
〇
万

人
か
ら
七
七
〇
万
人
に
増
加
し
た
こ
と
に
よ

る
と
考
え
ら
れ
る
。
テ
ン
ポ
ラ
リ
ー
労
働
者

の
所
得
は
典
型
労
働
者
の
五
六
％
程
度
と

な
っ
て
お
り
、
他
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
と
同
じ

よ
う
な
問
題
を
抱
え
て
い
る
。

　

改
善
策
と
し
て
、
女
性
が
フ
ル
タ
イ
ム
労

働
に
就
く
こ
と
を
促
す
税
制
度
改
革
や
育
児

支
援
、
初
等
教
育
の
質
の
向
上
、
貧
困
状
態

に
あ
る
若
年
者
を
対
象
と
し
た
中
等
教
育
就

学
や
職
業
訓
練
機
会
の
創
出
、
ミ
ニ
ジ
ョ
ブ

図表２　主要各国のジニ係数

資料出所：OECD所得分布データベース（IDD）より作成。
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就
労
者
へ
の
社
会
保
険
の
適
用
拡
大
、
相
続

税
改
革
な
ど
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。

フ
ラ
ン
ス
／
女
性
非
典
型
労
働
者
の
低
い
所
得

　

フ
ラ
ン
ス
の
所
得
格
差
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国

平
均
と
ほ
ぼ
同
等
の
水
準
で
あ
る
が
、
二
〇

〇
七
年
か
ら
二
〇
一
三
年
の
間
に
つ
い
て
見

れ
ば
、
多
く
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
に
比
べ
て
格

差
拡
大
の
幅
が
大
き
い（
７
）。
典
型
雇
用
労

働
者
と
非
典
型
労
働
者
の
所
得
差
は
四
〇
％

程
度
で
あ
る
。
一
九
九
五
年
か
ら
二
〇
〇
七

年
の
間
の
雇
用
創
出
の
う
ち
半
数
が
非
典
型

で
あ
る
と
い
う
よ
う
に
、
非
典
型
労
働
者
の

数
が
増
え
続
け
て
い
る
。
そ
の
う
ち
、
女
性

が
六
三
％
を
占
め
て
お
り
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国

平
均
五
五
％
と
比
べ
れ
ば
大
き
く
な
っ
て
い

る
。
ま
た
、
男
女
間
の
賃
金
は
、
女
性
が
男

性
よ
り
も
一
四
％
低
く
改
善
の
余
地
が
あ
る

と
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

非
典
型
労
働
か
ら
フ
ル
タ
イ
ム
雇
用
に
転

換
す
る
こ
と
で
所
得
格
差
を
縮
小
す
る
可
能

性
が
あ
る
が
、
フ
ラ
ン
ス
は
そ
の
割
合
が
高

く
な
い（
８
）。
一
方
、
税
制
度
に
よ
る
所
得

格
差
縮
小
の
効
果
は
確
認
で
き
る
と
す
る
。

〇
九
年
の
税
制
度
改
革
で
、
中
所
得
お
よ
び

低
所
得
世
帯
の
所
得
は
純
増
し
て
い
る
。

ア
メ
リ
カ
／
Ｅ
Ｔ
Ｉ
Ｃ
等
税
に
よ
る
低
所
得

者
政
策
の
実
施
を

　

ア
メ
リ
カ
の
所
得
格
差
は
高
い
水
準
に
あ

り
、
し
か
も
近
年
拡
大
す
る
傾
向
に
あ
る

（
９
）。

　

一
三
年
の
上
位
一
〇
％
と
下
位
一
〇
％
の

所
得
格
差
は
約
一
九
倍
だ
っ
た
。
こ
の
数
字

は
、
八
〇
年
代
の
一
一
倍
、
九
〇
年
代
の
一

二
・
五
倍
か
ら
拡
大
を
続
け
て
い
る
。
〇
八

年
か
ら
一
三
年
ま
で
の
間
に
、
所
得
下
位
一

〇
％
の
家
計
所
得
が
三
・
二
％
減
少
し
た
の

に
対
し
て
、
上
位
一
〇
％
は
一
一
％
増
加
し

て
お
り
、
内
訳
を
み
れ
ば
、
上
位
の
所
得
が

増
え
て
い
る
だ
け
で
な
く
、
下
位
の
所
得
が

減
少
し
て
い
る
。
そ
の
傾
向
は
、
最
近
三
〇

年
間
の
家
計
所
得
の
変
化
を
み
れ
ば
明
ら
か

で
あ
り
、
下
位
一
〇
％
が
一
九
八
五
年
か
ら

三
・
三
％
下
が
っ
た
の
に
対
し
て
、
上
位
一

〇
％
は
二
四
％
増
え
て
い
る
。

　

所
得
格
差
縮
小
に
関
す
る
施
策
に
つ
い
て

は
、
給
付
付
き
勤
労
所
得
税
額
控
除

（E
arned Incom

e T
ax C

redit

：
Ｅ
Ｉ

Ｔ
Ｃ
）の
よ
う
な
制
度
が
、失
業
者
を
就
労
に

促
す
効
果
が
あ
る
と
し
て
、
評
価
し
て
い
る
。

　

だ
が
、
ア
メ
リ
カ
の
税
・
給
付
制
度
に
は
、

フ
ル
タ
イ
ム
労
働
へ
転
換
さ
せ
る
効
果
が
弱

い
と
指
摘
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
、
就
労
支

援
だ
け
で
な
く
、
高
額
所
得
者
に
対
す
る
所

得
税
率
の
引
き
上
げ
や
資
本
・
資
産
に
対
す

る
課
税
強
化
、
社
会
資
本
へ
の
投
資
を
通
じ

た
機
会
均
等
と
い
っ
た
低
所
得
者
層
の
所
得

引
き
上
げ
政
策
の
実
施
を
提
案
し
て
い
る
。

［
注
］

１　

参
考
資
料
『
特
集
：
格
差
と
成
長
』
参
照
。

２　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
成
人
技
能
調
査
（P

IA
A

C

：

P
rogram

m
e for the International A

ssessm
ent of 

A
dult C

om
petencies

）
に
基
づ
く
分
析
結
果
。
日
本

語
に
よ
る
国
際
成
人
力
調
査
（
Ｐ
Ｉ
Ａ
Ａ
Ｃ
）
結
果
は

以
下
を
参
照
。

 

（http://w
w

w
.m

ext.go.jp/b_m
enu/toukei/data/

O
thers/1287165.htm

）

 

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
け
る
Ｐ
Ｉ
Ａ
Ａ
Ｃ
は

以
下
の
ペ
ー
ジ
を
参
照
。

 

（http://w
w

w
.oecd.org/site/piaac/

）

３　

カ
ン
ト
リ
ー
レ
ポ
ー
ト
（
日
本
）
参
照
。

 

（http://w
w

w
.oecd.org/japan/O

E
C

D
2015-In-It-

T
ogether-H

ighlights-Japan.pdf

）

４　

こ
の
報
告
書
に
お
い
て
「
非
典
型
労
働
」
と
は
、
英

語
で
はN

on-standard w
orkers

で
あ
り
、
具
体
的

に
は
、「
独
立
自
営
」「
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
」「
有
期
労

働
者
」「
臨
時
フ
ル
タ
イ
ム
労
働
者
」
が
あ
げ
ら
れ
て
い

る
。
こ
れ
と
は
別
に
、
日
本
の
カ
ン
ト
リ
ー
レ
ポ
ー
ト

で
はN

on-regular w
orkers

が
併
用
さ
れ
て
お
り
、

日
本
語
で
は
「
非
正
規
労
働
者
」
と
さ
れ
て
い
る
。
本

稿
で
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
報
告
書
が
「
非
正
規
労
働
者
」

と
し
て
想
定
し
て
い
る
労
働
者
が
主
に
パ
ー
ト
タ
イ
ム

労
働
者
と
い
う
判
断
に
基
づ
き
、
単
に
「
パ
ー
ト
タ
イ

ム
労
働
者
」
と
し
て
い
る
。

５　

カ
ン
ト
リ
ー
レ
ポ
ー
ト
（
イ
ギ
リ
ス
）
参
照
。

 

（http://w
w

w
.oecd.org/unitedkingdom

/
O

E
C

D
2015-In-It-T

ogether-H
ighlights-

U
nitedK

ingdom
.pdf

）

６　

カ
ン
ト
リ
ー
レ
ポ
ー
ト
（
ド
イ
ツ
）
参
照
。

 

（http://w
w

w
.oecd.org/germ

any/O
E

C
D

2015-In-
It-T

ogether-H
ighlights-G

erm
any.pdf

）

７　

カ
ン
ト
リ
ー
レ
ポ
ー
ト
（
フ
ラ
ン
ス
）
参
照
。

 

（http://w
w

w
.oecd.org/fr/france/O

C
D

E
2015-

T
ous-C

oncernes-In%
C

3%
A

9galite-F
R

A
N

C
E

.
pdf

）

８　

〇
八
年
の
テ
ン
ポ
ラ
リ
ー
労
働
者
が
一
一
年
時
点
で

フ
ル
タ
イ
ム
労
働
に
就
い
た
割
合
は
、
イ
ギ
リ
ス
で
四

八
％
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
で
三
〇
％
で
あ
っ
た
の
に
対
し

て
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
二
〇
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

９　

カ
ン
ト
リ
ー
レ
ポ
ー
ト
（
ア
メ
リ
カ
）
参
照

 

（http://w
w

w
.oecd.org/unitedstates/O

E
C

D
2015-

In-It-T
ogether-H

ighlights-U
nitedS

tates-
E

m
bargo-21M

ay11am
P

A
risT

im
e.pdf

）

【
参
考
資
料
】

O
E

C
D

(2015) “In It T
ogether: W

hy L
ess Inequality 

B
enefits A

l”l

 

（http://w
w

w
.oecd.org/social/in-it-together-w

hy-less-

inequality-benefits-all-9789264235120-en.htm

）

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
東
京
セ
ン
タ
ー
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

 

（http://w
w

w
.oecd.org/tokyo/new

sroom
/im

proving-

job-quality-and-reducing-gender-gaps-are-essential-

to-tackling-grow
ing-inequality-says-oecd-japanese-

version.htm

）

『
特
集
：
格
差
と
成
長
』（
二
〇
一
四
年
一
二
月
）
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
雇
用
労
働
社
会
政
策
局

 

（http://w
w

w
.oecd.org/els/soc/Focus-Inequality-and-

G
row

th-JPN
-2014.pdf

）

（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
最
終
閲
覧
：
二
〇
一
五

年
六
月
四
日
）

（
北
澤　

謙
）




